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1．はじめに
　従来、犯罪被害者は「忘れられた存在」として刑事司法制度から排除され、社会の関心を引くこと
もなく見過ごされてきた。そこでは、多くの者が、自らの受けた被害の深刻さを訴えるどころか、人
目を気にして被害者としての存在自体をも隠さざるをえず、社会の中で孤立しながら暮らしてきたと
言われている1。しかし、近年、これらの犯罪被害者を取り巻く社会の状況には大きな変化がみられて
いる。犯罪被害者の置かれた深刻な状況や、事件によって生じた心理的ダメージをはじめとする様々
な被害への理解が進み、それに応じて、行政レベルおよび民間レベルにおいても、被害者支援の取り
組みが行われるようになってきている。
　しかし、このような犯罪被害者に対する支援の広まりと並行して、一方では加害者に対する非難や
処罰要求の声も高まっており、加害者に対する厳罰化傾向がみられている。その結果、被害者の権利
を認め拡張させることは、必然的に加害者の権利縮小を招き、刑事手続き上保障されている加害者（被
疑者・被告人）の法的地位を引き下げることにつながる、とも理解される。被害者の権利拡張による
加害者の権利縮小の問題は、長らく無権利状態に置かれていた被害者の立場からすれば、やむを得な
いものとして正当化される一方で、加害者の権利を擁護する立場からは、現在においてさえ未だ不十
分な加害者の権利をより一層奪うことになる、として懸念が表明される。
　以上のように、被害者支援の高まりと加害者に対する厳罰化の同時進行は一見表裏の関係にあり、
被害者の権利の拡張が、必然的に加害者の権利縮小につながるかのようにも見える。しかし、どのよ
うな立場にあろうと、すべての者の人権を可能な限り尊重すべき、とするのが人権の考え方であると
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1　犯罪被害者の置かれている窮状や現在に至るまでの当事者による権利拡張運動の経緯について、ジャーナリストの
　視点から書かれたものとしては、東大作『犯罪被害者の声が聞こえますか』新潮社、2008年参照。
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すれば、「一方の人権を尊重することが、結果的に他方の人権を侵害することになるとしても、それは
やむを得ない」とする考え方には問題があると考える。他方、人権を「国家に対する個人の権利」と
してのみ理解し、国家に対する加害者の権利を擁護するあまり、結果的に事件の一方の当事者でもあ
る被害者の権利を軽視し、刑事司法制度から排除しようとすることも、真に人権を尊重するあり方と
は言えないであろう。実際、世界の趨勢において、被害者保護運動の盛んな国では、加害者の権利も
よく守られているとの指摘もある2。
　そこで本稿では、人権尊重の観点から、被害者・加害者どちらの人権をも可能な限り尊重すること
が必要である、との前提に立って議論を進め、被害者の権利を尊重することが、必ずしも加害者の権
利を縮小・侵害するとは限らず、むしろ真の被害者支援は、加害者の権利をも尊重することにつなが
る、ということを示したい。
　このため、第一に、犯罪被害者が事件によって受ける被害の状況や、その被害の特殊性についてふ
れると同時に、現在までに進められてきた被害者支援のための法整備や、行政・民間レベルの取り組
みについて、海外の状況とも比較しながら把握する。第二に、加害者の権利の縮小を招くともとれる
社会や刑事司法制度上の厳罰化傾向について、その実情を把握する。また、このような厳罰化傾向の
生じた背景について、実際の犯罪発生状況や、世論・マスメディア・政治家・官僚・被害者といった、
様々な立場の人々の意識や動向等も踏まえながら分析する。第三に、これまでの分析を踏まえて、厳
罰化が被害者支援や社会全体に及ぼす影響を考察し、厳罰化がもたらす問題点について言及する。そ
の上で、被害者支援に必要な視点を提示する。その結果、加害者の権利の縮小につながる厳罰化は、
今後の被害者支援にとっても、決してプラスにはなりえないこと、被害者の権利を拡張することが、
必然的に加害者の権利縮小を招く訳ではなく、むしろ真の人権尊重は、加害者の権利を強化すること
にもつながること、等を提示する。
　なお、本稿で論じる犯罪被害者とは、生命や身体に深刻な被害を受けた重大犯罪の被害者及びその
遺族を指すものとして、以下に議論を進めていきたい。
2．被害者支援の現状
（1）犯罪被害者の受ける被害とその特徴
　一般的に、人は犯罪被害に限らず、自然災害や不慮の事故等、予期せぬ出来事に遭遇した場合、心
身に大きなダメージを受ける、ということは広く知られている。しかし、とりわけ犯罪被害者の場合、
その被害には独自の深刻さがあると言われている。なぜなら、犯罪による被害のほとんどが、加害者
によって積極的・攻撃的に被害者に向けられた意図的な行為によって引き起こされているからである。
それは、意図的な人間性の否定や破壊の行為であるとも指摘される3。その結果、被害者は身体面だけ
2　庭山英雄「刑事手続きにおける被害者問題」「専修法学論集』第75号、専修大学法学会、1999年3月、140頁。
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でなく、精神面においても大きな影響を受けることになる。具体的には、極度の恐怖心や屈辱感、憎
しみ、怒り、復讐心、自責の念、自己嫌悪等の心理状態を経験し、精神的ダメージが深刻な場合には、
心的外傷後ストレス障害（PTSD）を発症することもある。そして、それまでは当然とされていた自己
の価値、あるいは社会や他者に対する「安全」や「信頼」の感覚が根底から揺るがされ、圧倒的な無
力感や孤立感も生じる4。
　また、犯罪被害者は、加害行為による直接的な被害（第一次被害）に加えて、被害後に接する報道
関係者や警察・検察・弁護・裁判等に関わる司法関係者、あるいは周囲の人々からの心ない言動や配
慮を欠いた対応等によっても傷つけられ、さらなる被害（第二次被害）を受けることも多い。特に犯
罪被害者の場合、その被害の原因が犯罪によるものであるがゆえに、報道関係者や司法関係者との接
触は避けられず、それらの関係者や司法制度そのものから受ける二次的な被害によって、被害から回
復するどころか、より一層被害を拡大させることにもなる。
　さらに、犯罪被害者の中には、長期にわたる経済的困窮や生活条件の悪化、家庭生活の崩壊、心理
的ダメージからの回復困難等の深刻な問題を抱えている者もおり、そのような困難な状況に見舞われ
る中で次第に社会的適応能力が失われ、社会から孤立し、疎外されていくという被害（第三次被害）
にまで及ぶこともある5。
　以上のように、犯罪被害者の受ける被害は、身体的な被害だけでなく、あるいはそれ以上に、精神
的な被害が深刻である。また、加害行為による直接的な被害だけでなく、必然的に関わりを持たざる
を得ない周囲の人々から受ける二次的な被害の影響も大きい。さらに、それらの被害が長期にわたり、
その回復が困難な場合には、生活全般に深刻な影響が及ぶこととなる。そこで、犯罪被害者に対して
は、事件によって受けた直接的な被害に対する支援だけでなく、事件後の関係者や周囲の人々による
適切な対応、あるいは長期的な支援体制の構築等、様々な支援や配慮が必要となる。このため、被害
者支援の重要性については、近年、社会全体で早急に取り組むべき課題として除々に認識されるよう
にはなってきているQ
（2）現在までの被害者支援の経緯と内容
　犯罪被害者に対する支援の必要性が社会の中で除々に認識されるようになった結果、2000年代に入
ると、犯罪被害者関連の立法や法改正が相次いで実施され今日に至っている。そこで、海外の動向も
含めて、日本における取り組みの経緯を、時系列にそって概観したものが、表1の「被害者支援の取
り組みの経緯」である（表1参照）。
3　白井孝一「弁護士会における犯罪被害者支援の実践の方法について」『自由と正義』第51巻第8号、日本弁護士連合
会、2000年8月、103～105頁。
4　犯罪被害者が受ける精神的被害の詳細については、小西聖子「犯罪被害者の心の傷』白水社、2006年、藤森和美編
　『被害者のトラウマとその支援』誠信書房、2001年、長井進『犯罪被害者の心理と支援』ナカニシヤ出版、2004年等を
参照。
5　前掲「弁護士会における犯罪被害者支援の実践の方法について」104～105頁。
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表1　被害者支援の取り組みの経緯
海外（各国・国連等） 日本（国・行政レベル） 日本（民間レベル）
1950年代57年；M・フライが論文「被害
者の正義」を英国で発表
1960年代60年代半ば以降、被害者補償 60年代後半：殺人事件被害者
制度制定の動き（ニュージー 遺族の補償を求める運動
ランド・英国、カリフォルニ →社会の関心は引かず
ア州等）
1970年代英国、米国、ドイッ等で被害者 70年代後半：三菱重工ビル爆
支援のための民間組織設立 破事件（74年）をきっかけに、
79年：世界被害者学会設立 被害者救済の動き
1980年代82年：米国：「連邦被害者及び80年：「犯罪被害者等給付金支
証人保護法」制定 給法」制定（Ol年：一部改正、
→84年：「犯罪被害者法」制 08年：「犯罪被害者等給付金?
の支給等による犯罪被害者
85年：欧州評議会：「刑法及び 等の支援に関する法律」に
刑事訴訟法における被害者 改正）
の法的地位に関する勧告」 81年：財団法人犯罪被害救援
採択、国連：「被害者人権宣 基金設立（奨学金給付事業）
言」発表
1990年代90年：イギリスで「被害者憲章」96年：警察が「被害者対策要綱」90年：日本被害者学会設立
公表 「被害者連絡実施要綱」を制 91年：犯罪被害給付制度発足
99年：国連が「被害者のための
?
10周年記念シンポジウム
司法のハンドブック」と「政 →98年：被害者支援連絡協92年；初の犯罪被害者相談室
策立案者のための指針」を 議会等の設置 開設、初の犯罪被害者実態
作成 →99年：「犯罪捜査規範」改 調査実施（～94年）
正、「指定被害者支援要員制 98年：「全国被害者支援ネット
度」創設 ワーク」設立
99年：法務省が全国で「被害者99年：日本弁護士会が「犯罪被
通知制度」を実施、同年、「刑 害者基本法」草案を作成
事訴訟法の一部を改正する
法律」成立
2000年代 00年：「刑事訴訟法及び検察審00年：全国犯罪被害者の会（あ
査会法の一部を改正する法 すの会）設立
律」「犯罪被害者等の保護を 02年：報道機関が「集団的過熱
図るための刑事手続きに付 取材対策小委員会」設置
随する措置に関する法律」
（いわゆる犯罪被害者保護二
法）成立（「被害者保護法」
→07・08年：一部改正）
04年；「犯罪被害者等基本法」
成立
05年：「犯罪被害者等基本計画」
策定
08年：「少年法」一部改正
10年：刑法改正（重大事件の時
効撤廃）
出所：筆者作成
　この表から見てもわかる通り、日本における被害者支援の主な取り組みは、1974年の三菱重工ビル
爆破事件を契機に、80年の犯罪被害者給付金制度の創設によって始まるが、その後の動きは鈍く、90
年代に入って、ようやく民間レベルでの取り組みが始まる。また、95年に発生したオウム真理教によ
る「地下鉄サリン事件」や「阪神淡路大震災」を契機として、被害者・被災者の精神的被害の深刻さ
が「PTSD」の言葉と共に広く理解されるようになり、犯罪被害者の存在が認知される中で、警察を中
心に、行政レベルでの被害者支援の方策も講じられるようになる。しかし、徐々に既存の法制度の枠
内では対応が不十分との認識が生じ、2000年に入ると、いわゆる被害者保護二法や、犯罪被害者の支
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援と権利の確立を謳った「犯罪被害者基本法」が成立する。また、それを受けて策定された「犯罪被
害者基本計画」では、国や地方公共団体、民間支援団体、国民等、各々が取り組むべき課題や責務が
明記され、犯罪被害者に対する支援を国や社会全体で行うことの必要性が指摘されている。同時に、
2000年には「ストーカー規制法」や「児童虐待防止法」、01年には「DV防止法」といった法律が相次
いで成立し、従来の事後的対応から一歩踏み出し、未然に事件や被害を防止し、被害者を保護するた
めの措置も講じられるようになってきている。
　しかし、このような近年の日本の状況を、国際的な動向との対比でみてみると、その支援や法制化
への動きは、欧米から20年以上遅れていることがわかる6。その理由として、西村ら7は、主に三つの理
由を挙げている。第一は、欧米各国で被害者政策の原動力となってきた各層の社会運動8すべてが日
本では遅れていると同時に、被害者運動にも向き合ってこなかったこと、第二は、日本の家族制度や
家族の現実のあり様の中で、家族の相互扶助や個人の自助努力を美徳とし、現在至るまでそれを推進
してきたこと、第三は、広く一般社会や刑事司法システムの中に浸透している謝罪・許しの文化9のた
めに、被害者と犯罪者の相互融和が十分達成されていると受け取られ、被害者問題への鋭い問題意識
と知的理解が曇らされ、被害者問題への社会認識が遅れてきたこと、という指摘である。特に、第三
の点については、日本では加害者が国に対して謝罪し責任をとるような文化の一部に起因するとみら
れる司法構造が存在し、そこでは被告人の権利擁護の重要性が強調されてきたため、特に法律専門家
の間では、法的に何の権利も有さず、そしておそらくは感情的になりがちだと思われている被害者が
入り込むことによって、制度そのものが危機にさらされかねないとの危惧があった、との指摘がなさ
れている10。そして、そのような認識が妨げとなった結果、被害者の支援や権利の擁護に対して消極
的な姿勢が生じた、とも考えられている11。
　以上のように、日本においては、様々な理由により結果として被害者の存在が見過ごされ、欧米よ
6　犯罪被害者支援にみられる日本のこのような状況は、虐待問題への対応等、他の人権問題への取り組みにも共通し
　てみられるものである。日本社会における虐待問題への対応の分析を通じて、同様の傾向を指摘するものとしては、
　拙稿「私的領域での人権侵害と法規制一日本における家庭内の虐待とその防止に関する法律の制定を事例として一」
　『政治学研究論集』第30号、明治大学大学院政治経済学研究科、2009年9月、17～41頁参照。
7　西村春夫・細井洋子「謝罪・許しと日本の刑事司法一関係修復正義を考える」（宮澤浩一先生古稀祝賀論文集編集委
　員会編『宮澤浩一先生古稀祝賀論文集第一巻・犯罪被害者論の新動向』成文堂、2000年所収）19～74頁。
8　具体的には、女性運動、子どもの権利運動、犯罪被害者の国家賠償運動、被害者本位の司法を目指す法改革運動等を
　指す。
9　西村らは、アメリカの懲罰的文化との対比の中で、日本の文化を謝罪・許しの文化と規定し、社会における日常的な
　謝罪と許しを、対個人、対所属集団、対権威・権力構造の3つの位相に分けて論じている。その中で、第一位相の個人
　間の謝罪では、加害者が単に相手の苦痛、困難への同情を示すに過ぎず、見せかけの謝罪に過ぎないと指摘し、第二の
　位相では、加害者の謝罪は、被害者に対してではなく、所属集団の長に対して行われるのみで、集団主義文化の産物に
　すぎないと論じる。さらに、第二の形態の集団が最高権威集団に拡大すれば、第三位相になり、これが日本型刑事司
　法システムにしばしばみられる、「お上」つまり権威当局への謝罪となると説明する。しかし、いずれの形態でも、個
　人としての被害者に焦点を置く問題意識は極めて弱くなり、それが結果的に被害者政策の遅れを生むことにつながっ
　たと分析する。
10　この点に関しては、諸澤英道・富田信穂ほか編『被害者のための正義は日本においてどう実現されるべきか』常磐大
　学国際被害者学研究所、2004年、91頁参照。
11前掲「刑事手続きにおける被害者問題」133～134頁。
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りも20年以上遅れて近年ようやくその支援が始まったところである。しかし、最近の相次ぐ立法化に
より、被害者の権利にかかわる法制度の確立や、関係機関による支援体制の構築が急速に進んでいる
こともまた事実である。そこで、現在までに取り組まれてきた様々な支援の主なものを、内容別に分
類してまとめたものが、表2の「被害者支援の主な制度および内容」の一覧である（表2参照）。犯罪
被害者の立場から見れば、いまだ不十分であると指摘される現在の内容ではあるが、表2を見てもわ
かるとおり、被害者支援の体制はかなり整備されてきている。このため、今後はいかに現在の内容を
充実させ、行政・民間双方のさらなる協力のもとに、被害者のニーズに即した手厚い支援を実現でき
るかが課題となっている。
　一方、従来から法律専門家の問で強い懸念が示されてきた加害者の権利縮小の問題が、とりわけ顕
著な形で現れるのが、被害者の訴訟参加における地位の問題である。現在までのところ、被害者の刑
事手続きへの関与については、公判の傍聴や意見陳述にはじまり、被害者参加制度や、国選被害者参
加弁護士制度、損害賠償命令制度、刑事和解制度等、徐々に被害者の立場に配慮した制度の導入が図
られている。しかし、被害者が刑事訴訟にどのような立場で参加するのかという点について、明確な
位置づけはなされておらず、訴訟制度における民刑分離の原則や、検察官と弁護士・被告人からなる
当事者主義の原則、被告人の無罪推定の原則、といった既存の制度の枠組を場合によっては逸脱する
恐れも生じる。また、現在の裁判員裁判の下では、裁判員の心証形成や量刑判断への影響も無視でき
ない。実際、検察対弁護側という現在の訴訟構造のもとでは、被害者が検察側につくことによって、
現在においてさえ未だ十分とは言えない被告人の防御権をより一層危うくするとの危惧が生じてお
り、また、被害者が意見を述べ、論告に関わることで、「被害者感情への配慮」の要求が強まり、必然
的に量刑における厳罰化を招くとも考えられる。このため、被害者に訴訟における当事者としての地
位を与え、より積極的な参加を認めることは、現在の訴訟構造の下では限界があるといわざるを得な
い。そのような問題意識に基づき、最近では、民刑分離思想の一部修正による附帯私訴12の可能性や、
従来の応報的な刑罰観からの思想的な転換を伴い、被害者・加害者双方の対話による被害回復を目指
す、修復的司法の可能性等が議論されるようになってきている。
　以上のように、被害者の権利の拡張は、現在の刑事司法システムの限界により、時に加害者の権利
縮小を招く可能性もある。しかし、その可能性をもって、直ちに被害者の権利を認めるべきではない、
と早急に結論づけることもできない。対国家との関係からみれば、加害者はしばしば国家による人権
侵害の被害者として想定されているが、事件の当事者という観点からみれば、加害者はすでに被害者
の人権を侵害している当事者であり、他方、事件の被害者も人権を侵害されたもう一方の重要な当事
者である。そのため、被害者が自らの被害回復に向けて、刑事司法システムにおいても、主体的に関
わりたいという要求を持つことは、いわば当然の流れであるとも考えられる。犯罪被害者は感情的で
12　日本にも戦前まで存在していた制度であり、刑事手続の中で損害賠償請求の訴えを提起することを認めるものであ
　る。これにより、被害者は民事訴訟法上の原告のような立場で手続に関与できる。
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表2　被害者支援の主な制度および内容（2010年9月現在）
支援内容
経済的支援
・国による犯罪被害者等給付金の支給（［対象］：被害者本人・遺族、［範囲］：日本国内での、日本国籍を有する者、故意犯に限る、加害者が親族の場合は支給制限有、［給付金の性格］：「見舞金」、［給付金の種類］：遺族・重傷病・障害の各給付金、［金額］：重度後遺障害の最高額3，974．4万円、生計維持関係にある遺族への最高額2，964．5万円）・財団法人犯罪被害救援基金による、犯罪被害者遺児等に対する奨学金の給付
情報提供
・警察：「被害者連絡実施要綱」（捜査状況、被疑者の検挙状況、逮捕被疑者の処分状況を
A絡、警察署に被害者連絡担当者を配置）・検察：「被害者等通知制度」（事件の処理結果・公判期日・裁判結果・自由刑の執行終了
¥定期日・仮出獄・釈放の通知、不起訴記録の開示等）・少年審判における結果の通知制度、記録の閲覧・謄写を認める制度・公判継続中の公判記録の閲覧及び謄写
被害者保護
・警察：性犯罪捜査指揮官の導入、女性の性犯罪捜査官の配置、事情聴取場所の整備、被
Q者対策用車両の配置、再被害防止対策事件登録制度、指定被害者支援要員制度・刑事訴訟法における証人等の保護・犯罪被害者等に関する情報の保護・性犯罪の告訴期間の撤廃・性犯罪被害者等の証人の負担軽減・報道機関による集団的過熱取材に対する自主規制
刑事手続きへの関与
・少年審判における被害者の意見聴取制度・傍聴制度・遺族による検察審査会への審査申立権・公判手続きの傍聴への特別な配慮・被害者参加制度の創設（参加申出の手続、公判期日への出席、検察官への意見、証人尋問・被告人質問、論告、付き添い、遮蔽の措置）・国選被害者参加弁護士制度の創設・損害賠償命令制度（刑事裁判の成果を利用）の創設・民事上の争いについての刑事訴訟手続きにおける和解
心理的支援・相談
出所：筆者作成
報復的な処罰を要求するもの、といったイメージで捉えられることも多いが、実際には一人一人の考
え方はみな異なっており、被害者すべてが加害者に対する報復的な重罰を要求・主張するためだけに
裁判に参加したいと望むわけではない13。またかりに厳罰化を要求したとしても、必ずしもそれが報
復的な感情のみに基づいているとは限らない14。そもそも裁判自体に参加したくないと考える被害者
もいるであろう。重要なことは、一方的に被害者を訴訟手続きから排除することでも、逆に訴訟への
積極的な参加を強制することでもない。もし現在の司法システムの下では被害者が事件当事者として
主体的にかかわることが困難なのであれば、被害者の訴えに真摯に耳を傾けつつも、より実現可能な
方法によって、加害者・被害者双方の権利を保障しつつ被害者の被害回復を図れるよう、新たな司法
システムの在り方を模索することも必要であると考えられる。
13　片山は、被害者遺族の立場から、「（被害者が刑事裁判に期待することは）被告人に厳罰を下すことではなく、ふたた
　び被害者を出さないために必要な原因究明をすることと加害者が真摯に謝罪を行うこと」であると述べている。（片
　山徒有「刑事裁判への犯罪被害者の参加」（『部落解放・増刊号』第598号、解放出版社、2008年所収）149頁。
14　被害者・遺族が厳罰化を要求する背景には、報復感情だけでなく、加害者の再犯防止や、社会における犯罪予防への
　願いがあるとの指摘もある。
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3．加害者に対する厳罰化とその背景
（1）近年の厳罰化の現状
　これまでみてきたように、日本においては1990年代以降、被害者支援の必要性が徐々に認識される
ようになり、2000年以降は、その支援体制も急速に整備されてきている。一方、被害者支援と並行し
て、社会においては加害者に対する厳罰化要求も高まりを見せている。そこで以下では、そのような
厳罰化要求が、実際にはどのような形で現れ、また、司法システムに反映されているのか、その現状
を見ていきたい。
　厳罰化に関する議論の前提として、しばしば言及されるものが、量刑における重罰化や、死刑判決・
死刑執行数の増加、あるいは最近の少年法改正に見られるような、法律の改正による罰則規定の引き
上げ、等であろう。そこで、最初に近年の死刑判決や死刑執行数の変化についてみてみたい。
　国際比較の観点から日本の刑罰について分析を行ったDavid　TJohnsonl5によれば、1980年代から
1990年代までの「一審死刑判決」は、一年で平均6件とおおむね横ばいであったものが、2000年から
2006年にかけては一年に平均14件と2倍以上に増加している。また、死刑判決の増加に伴って、死刑
確定者数も増加し、1985年に26人であったものが、2007年末には106人ユ6と増加している17。
　また、死刑執行数については、その時々の政権や法務大臣の考え方に大きく影響を受けるものの、
1993年以降急激に増加しており、死刑の執行が再開された同年から2006年までの14年間は、1年で平
均3．6件の死刑が執行されているユ8。また、2008年度は、死刑執行に積極的な姿勢を示した鳩山邦夫法
務大臣（当時）の下で、年間15件の死刑が執行され、1976年以来初めての2ケタを記録している19。
　また、量刑における重罰化を全体的に捉える一つの指標として、近年の拘禁率20の変化を見てみる
と、1992年から2007年までの15年間の間で、拘禁率は75％も増加しており、全般的に厳罰化が進んで
いることが指摘されている21。全般的な量刑における重罰化の結果として、服役する受刑者の数が増
えたため、拘禁率も上昇したと考えられる。実際、刑務所においては、近年、新規受刑者数の増加や
収容期間の長期化によって、刑務所人口が急激に増加しており、その結果、1990年代後半以降徐々に
増加してきた刑務所人口は、2000年に最近30年間で初めて定員を超え、過剰収容の状態となっている
15David　T．Johnson（桑山亜也訳）「国際比較からみた日本の刑罰」（日本犯罪社会学会編「グローバル化する厳罰化と
　ポピュリズム』現代人文社、2009年所収）60～89頁。参考までに、その間の刑務所人口の実数の変化をみると、1992年
　には2万864人で戦後最低を記録していたものが、2006年末には8万1255人に急増し、戦後最高を記録している。（法
　務省「犯罪白書』（平成21年版）15頁。）
162010年7月28日時点では、死刑確定者の数は107人となっている。
17　前掲「国際比較からみた日本の刑罰」70頁。
18　同上、70頁。
19　政権交代が行われた2009年以降、鳩山政権下での死刑はゼロであったが、死刑反対を表明していた千葉法務大臣（当
　時〉が2010年7月28日に死刑執行に踏み切ったことで、2名の死刑が執行されている。
20人口10万人当たりの受刑率を指し、1992年時点で36人であった拘禁率が、2007年時点では63人に増加しており、そ
　の顕著な増加が見て取れる。
21前掲「国際比較からみた日本の刑罰」64～65頁
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ことが指摘されている22。このような状況はその後も続き、2006年には初めてその人口が8万人を超
え、過剰収容の影響が問題視されている23。
　さらに、近年の罰則規定の引き上げを伴う立法化や法改正の状況を見てみると、刑法一部改正によ
り、無謀な運転による事故を対象とした「危険運転致死傷」罪が新設され、懲役刑や禁固刑、あるい
は2つ以上の犯罪や再犯の場合の有期刑の上限引き上げ（2004年）が行われている。また、少年犯罪
に対しては、少年法改正によって、刑罰の対象年齢の引き下げ（2001年）や、逆送年齢の引き下げ（2008
年）も行われている。さらに、2000年代に入って相次いで立法化された「ストーカー規制法」や「児
童虐待防止法」、「DV防止法」等も、被害者に対する保護や支援と同時に、加害者に対する罰則規定を
新たに設けた点で、加害者に対する厳罰化の側面もあることは否定できない。
　以上のように、死刑判決の増減や、死刑執行数の推移、量刑の変化の指標としての拘禁率の変化、
あるいは最近の立法化における罰則規定の変化をみる限り、そのいずれにおいても、近年の厳罰化傾
向が裏づけられている。
（2）厳罰化の背景
　近年の厳罰化傾向を当然のものとして正当化する根拠として、しばしば言及される理由が、犯罪の
増加や凶悪化と、それに伴う治安の悪化である。しかし、実際には犯罪は増加しておらず、凶悪犯罪
が多発しているわけでもないことは、すでに多くの論者が論じている。
　例えば、河合24は、詳細な統計資料に基づく分析の結果、近年特に犯罪件数が増加した事実はなく、
殺人事件等の重大犯罪に限ってみても、その数が増加、あるいは凶悪化している事実はない、と結論
づけている。また、浜井25は刑務所内の受刑者構成にみられる近年の変化について論じ、刑務所内は
凶悪な事件を起こした犯罪者で溢れかえっているどころか、むしろ軽微な犯罪による、高齢あるいは
障害を持つ受刑者が急増しており、刑務所の福祉施設化が生じていると指摘する。さらに、少年法改
正の根拠となった少年事件の増加や凶悪化についても同様のことが指摘されている。横山26によれ
ば、統計上は警察に補導される少年の数が急増しており、一見少年非行の数が増加し、また悪質化し
ているようにも見える。しかし、それは単に警察による検挙・補導活動の積極化方針を反映した結果
にすぎず、少年非行全体の傾向をみれば、実態は増加・凶悪化しているどころか、むしろ減少・軽微
化していると結論づけている。
　このように厳罰化の根拠となっている犯罪の増加や凶悪化の認識が、事実に反するものであるなら
22　浜井浩一「増加する刑務所人口と犯罪不安」『犯罪と非行』第131号、財団法人日立みらい財団、2002年2月、57頁。
23　その後、2006年をピークにいくらか減少傾向がみられ、2009年12月末時点で7万入台半ばまで減少したが、依然と
　しその人口は高水準で推移している。
24　河合幹雄i『安全神話崩壊のパラドックス・治安の法社会学』岩波書店、2004年、21～118頁。
25　浜井浩一・山本譲司「福祉施設化する刑務所」『論座』2007年1月号、朝日新聞社、60～72頁。
26横山実「日本における少年非行の動向と厳罰化傾向」『國學院法學』第38巻第4号、國學院大學法学会、2001年3月、
　171～205頁。
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ば、厳罰化が進む近年の状況を説明する理由として、どのようなものが考えられるであろうか。
　考えられる理由としてしばしば指摘されているものが、国民の間の犯罪不安の増大や体感治安の悪
化である27。これら犯罪不安の高まりや体感治安の悪化は、1995年の地下鉄サリン事件や、1997年に
起きた神戸市の連続児童殺傷事件等をきっかけとして生じたことが多くの論者によって指摘されてい
る。
　そして、このような一見理解困難な事件について、その異常さや不可解さ、残忍さ等を繰り返し強
調して報道するマスメディアのあり方が、しばしば人々の犯罪に対する認識に大きな影響を与え、犯
罪不安を引き起こすともいわれる28。しかし、このような犯罪不安を煽るメディアの姿勢は、世論を
一定の方向に誘導しようとする意図的なものではなく、市場原理の下で、ひたすら視聴者や読者の求
めるものを提供し続けた帰結であるとの指摘もあり29、メディアの犯罪報道のあり方のみが犯罪不安
を生みだし厳罰化につながったと断定することもできない。
　河合は、犯罪不安の増大を生みだした要因として、マスメディアの影響や住宅街といった身近な場
所での財産犯の増加にふれながらも、その最大の要因に安全神話の崩壊があることを指摘する30。こ
の安全神話は、「非日常」と「日常」という境界によって犯罪を非日常世界に閉じ込めることを基本構
造としているが、伝統的共同体の衰退、とりわけ匿名社会化が生じたことによって、これらの境界が
弱まり、安全神話が崩壊したと分析されている。これらの指摘が当たっているとすれば、マスメディ
アの報道が人々に大きな影響を与え、また、住宅街でのひったくりに代表されるような財産犯の増加
が生じている背景にも、人々の間で広く信じられてきた安全神話の崩壊が影響しており、その結果と
して体感治安の悪化が犯罪不安の増大を招き、近年の厳罰化にもつながっていると考えられる。
　一方、厳罰化を求める社会意識とはどのようなものか、質問紙法を用いて調査を行った松原31によ
れば、厳罰化への支持に直接的な影響を与える意識は、モラル低下を懸念する社会認識や、各人がも
ともと持っている社会観一例えば、世界を善と悪との間の闘いと捉え、悪いことをした者は厳しく罰
するべきだと考えるような二項対立的、権威主義的な社会観一であると指摘する。そして、厳罰化を
めぐる一般的な議論においてしばしばなされる「犯罪被害を防ぐため、あるいは犯罪の減少を実現す
るための有効な手段として、社会は刑罰の強化を求めている」との想定が、実際には根拠のないもの
である、とも結論づけている。
　また、厳罰化の理由に関する様々な研究をレビューした津富32も同様の点を指摘し、厳罰化の背景
にあるものは、犯罪不安ではなく、各人のもともと持っている社会の見方に発した感情に基づく反応
272006年12月の内閣府による世論調査では、日本の治安が悪化したと感じる人は8割を超えている。
28村上直之「メディア空間のバトロジー」（仲村祥一編『犯罪とメディア文化』有斐閣、1988年所収）41～48頁。
29　森達也・藤井誠二『死刑のある国ニッポン』金曜日、2009年、300～305頁。
30　前掲『安全神話崩壊のパラドックス・治安の法社会学』163～272頁。
31松原英世「厳罰化を求めるものは何か一厳罰化を規定する社会意識について」『法社会学』第71号、日本法社会学会、
　2009年、142～158頁。
32　津富宏「厳罰化の時代に」（所一彦ほか編『犯罪の被害とその修復』敬文堂、2002年所収）112～116頁。
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であると指摘する。同時に、実際の厳罰化政策には、政治家や官僚といったパワー・エリートのイニ
シアティブが働いており、厳罰化の背景には、被害者の声ではなく、その国のパワー・エリートの持
つ社会の見方が反映されている、とも指摘している。実際、近年の新たな立法化や法改正にみられる
厳罰化政策は、そのほとんどが議員立法によるものであり、厳罰化を積極的に支持する政治家の存在
抜きには、その実現は困難だったであろう。また、量刑における重罰化や新規受刑者の増大、あるい
は死刑判決の増加といったものに見られる司法システムの中での厳罰化は、警察や検察、裁判所等で
の官僚の主導的な役割を抜きにしては進められない33。
　以上のように、日本における近年の厳罰化の背景を検討してきた結果、そこには安全神話の崩壊に
よる犯罪不安の広がりが認められるものの、厳罰化の具体的な政策に大きな影響を与える要因の一つ
には、モラル低下への懸念といった社会認識や人々がもともと持っている独断的・権威主義的な社会
観がある、ということが理解できる。また、実際の厳罰化政策の実現においては、同様の社会認識や
社会観を持つパワー・エリートがイニシアティブをとり、世論の肯定的な支持の下で、近年の厳罰化
が推し進められていると考えられる。
　さらに、日本においては、一般的に人権そのものの価値が十分には理解されておらず、「加害者の人
権」自体が存在するという意識も希薄である。このため、モラル低下への懸念や独断的・権威主義的
な社会観に基づく加害者への厳罰化要求の中で、加害者の人権が考慮されることはほとんどなく、時
には、加害者の人権を守ることが、あたかも被害者の人権を無視することであるかのように理解され
る状況も生じている。このため、「被害者の人権」尊重の必要性が、厳罰化の必要性と安易に結びつけ
られ、被害者の声が報復感情に基づく厳罰化要求と同一視されることによって、「被害者の人権」を尊
重するためには、「加害者の人権」の縮小・侵害もやむを得ないとして、厳罰化政策が正当化され、推
し進められてきたものと考えられる。
4．望ましい被害者支援のあり方
（1）厳罰化の問題点と被害者支援への影響
　これまで見てきたように、厳罰化を推し進めるに当たっては、加害者の更生や再犯予防、社会にお
ける犯罪抑止効果といったような目的や効果について、冷静で客観的な分析や議論が行われてきた訳
ではない。それどころか、「犯罪の増加・凶悪化による治安の悪化」という、事実とは異なるいわば思
い込みを前提とした、もっぱら各人の持つ社会認識やそれらに基づく感情的な反応によって、厳罰化
33　欧米を中心とする諸外国においては、世論の厳罰化要求に押し切られる形での司法システムにおける厳罰化が進ん
　でおり、このような現象はポピュリズム刑事政策とも呼ばれている。一方、日本では、世論に対する司法官僚の独立
　が確保されており、厳罰化政策によって、検察や裁判所の権限が縮小している訳ではない。このため、浜井は、日本に
　おいてみられる刑事政策の厳罰化は、これらの司法官僚が厳罰化を支持する世論や被害者の声を是とし、その後押し
　を受ける形で、主体的・積極的に進めていると指摘している。（浜井浩一　’　Tom　Ellis「日本における厳罰化とポピュリ
　ズム」（前掲『グローバル化する厳罰化とポピュリズム』所収）110～114頁。）
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政策が推し進められてきたと考えられる。しかし、正しい現実認識や問題把握、そして、それに基づ
く問題解決、といった方向性を欠く現在の厳罰化政策の推進は、その着地点を見出し得ず、問題解決
に至らないまま更なる厳罰化を招き、悪循環に陥ることが予想される。
　一方、仮に犯罪が増加・凶悪化する現象が事実であった場合に、果たして厳罰化は犯罪の抑止や再
犯防止、あるいは加害者の更生といった目的に対して、有効な手段となりえるのであろうか。そして
何より、被害者支援や被害者自身の被害回復にとって、本当に意味のあるものとなるのであろうか。
　すでに述べたように、現在のような明確な根拠を欠く厳罰化は、刑務所の過剰収容を引き起こし、
従来行われてきた受刑者の更生自体にも支障をきたしている。また、高齢、あるいは障害を持った受
刑者の急増も見られるように、本来福祉的なサポートを必要とする社会的弱者の処遇を刑務所に押し
付ける結果となり、刑罰制度や刑務所そのものの本来果たすべき役割や目的自体も、不明確で疑わし
いものとなりかねない。そもそも、厳罰化の一つの指標となっている刑務所人口の増加を考えてみて
も、刑務所人口が増えれば（すなわち厳罰化によって加害者の多くを刑務所に収容すれば）、社会にお
ける犯罪が減るという単純な図式は成り立たず、拘禁率と犯罪率との間に何らかの相関を見出すこと
は困難であるとの指摘もある34。同時に、犯罪率を下げるための最も有効な手段は、厳罰化を推進す
ることではなく、福祉的政策を充実させることであるともいわれる。実際、高福祉を実現している北
欧諸国では、犯罪率の低下と同時に、拘禁率の低下もみられ、その背景には人々の間、あるいは社会
的・政治的制度に対して、正当性や信頼の感覚が形成されているとの指摘がある35。
　他方、加害者の更生や社会における犯罪抑止効果といった目的に対して、厳罰化はどのような効果
を及ぼすのであろうか。富津によれば、犯罪抑止に有効なのは厳罰化ではなく、誰もが公正に扱われ
るという刑罰の確実性であり、また、刑罰による制裁よりも内的な自己統制の方が、犯罪抑止効果が
高い、と指摘する36。また、加害者の刑務所への収容は、出所後の就労にマイナスの影響を与え、更生
の妨げとなるため、再犯可能性を高め、副作用が大きいとも指摘する。そして、かりに刑務所への収
容が犯罪率の低下に効果を持つとすれば、それは犯罪の抑止効果によるものではなく、加害者の隔離
による効果であるとしている。しかし、仮に加害者の隔離が犯罪率の低下に有効であるとしても、加
害者に対して厳罰を科し、すべての加害者を隔離のためだけに刑務所に収容することは、正当で有効
な方法といえるのであろうか。結果は、刑務所人口の増大を招き、加害者の更生や社会における犯罪
防止への努力も失われ、加害者の人権も大きく侵害されるのではないだろうか。犯罪の発生に対して
加害者の隔離のみを考える社会では、加害者の人権だけでなく「人権」そのものの価値も尊重されず、
社会にとって「有害」と判断された者は一方的に社会から排除され、何の問題解決にもつながらない
まま、更なる人権侵害が繰り返されるのではないかと考えられる37。
34　タピオ・ラッピ＝ゼッパーラ（平井秀行訳）「拘禁刑の活用をめぐる国家間の差異を説明する」（前掲『グローバル化
　する厳罰化とポピュリズム』所収）135～141頁。
35　同上、141～152頁。
36前掲「厳罰化の時代に」93～99頁。
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　以上のように、社会における犯罪の抑止や加害者の再犯防止・更生といった観点からみた場合、厳
罰化は有効な解決策となり得ないどころか、むしろマイナスの影響を及ぼすことがわかる38。
　一方、加害者に対する厳罰化は、被害者の「被害者感情」を鎮め、その被害回復にいくらかでも貢
献するとの主張もみられる。実際、1999年に起きた光市母子殺害事件をめぐるマスメディアの報道に
典型的にみられたように、加害者に対する怒りを露わにし、弁護側との対決姿勢を打ち出した被害者
遺族の姿は、メディアを通して繰り返し強調され、世論の共感を呼び起こし、結果として社会におけ
る厳罰化傾向を強めたとも指摘される39。しかし、実際の被害者やその遺族が持つ「被害者感情」は多
様で複雑であり、加害者に対する厳罰化のみが「被害者感情」のすべてではない40。また、たとえ被害
者が加害者に対する復讐を口にし、それを望んだとしても、それはある意味当然の感情ともいえる。
しかし、だからといって、被害者が持つ加害者に対する怒りやそれに基づく厳罰化要求に対して、社
会がそれをかなえ、加害者に対する厳罰化を推し進めることは、被害者に対する共感を示し、必要な
支援を真摯に行おうとする姿勢とは結びつかない。実際、今日の厳罰化政策が、被害者の声に真摯に
耳を傾けた結果では決してなく、人々のもともと持っている社会認識や杜会観を前提とした、一方的
な思い込みに基づく感情的な反応であることはすでに述べた通りである。「被害者感情」に答えるた
めと称して、加害者に対する厳罰化を進めることは、犯罪防止に効果的な福祉的政策を実施する責任
を放棄し、被害者支援に必要な様々な制度的・社会的配慮を、刑罰の強化という安易で表面的な対策
に押し止め、結果的に被害者支援の遅れや、被害者に対する深い理解を欠いた、不十分な対応を招く
のではないかと考えられる。
（2）被害者支援に必要な視点
　被害者支援の一環として加害者に対する厳罰化を推し進めることは、一見被害者に対する共感や犯
罪に対する断固とした姿勢を示すものとして、肯定的に受け止められ、社会全体に見られるモラル低
下への懸念や犯罪不安の高まりをも鎮めるかに見える。しかし、長期的な視点でみれば、それは被害
者支援の充実や、個々の被害者の立場に立ったきめ細かな配慮を実現していく上で、決して良い影響
37社会にとって「有害」とみなされた者を一方的に排除する例は、ナチスドイツの例をあげるまでもなく、様々な時代
　や地域にみられが、日本においても、ハンセン病患者や精神障害者に対する政策は、一方的な「隔離」を主な目的とし
　た点で、人権侵害の最も顕著な例であると考えられる。戦後日本の医療における隔離政策の詳細については、拙稿「『公
　共の福祉』と人権侵害一医療における戦後の隔離政策をめぐる問題一」『政治学研究論集』第31号、明治大学大学院政
　治経済学研究科、2010年2月、39～63頁参照。
38　これは、少年犯罪への対応や少年事件を起こした加害少年に対する更生にも共通して指摘できることであり、少年
　法改正による厳罰化が、少年犯罪を減らすどころか、むしろ加害少年の更生を妨げ、再犯の危険性を高めることは、
　様々な研究者や少年非行にかかわる実務家らによって論じられている。
39前掲「死刑のある国ニッポン」300～307頁。
40坂上は、殺人によって命を奪われた被害者の遺族と、その命を奪った側である死刑囚の家族という、本来両極の立
　場にいる家族が、ともに旅をしながら死刑廃止を訴えてアメリカ全土を旅行する、というアメリカの民間団体の取り
　組みを取材している。そして、その中から、被害者遺族・死刑囚の家族の双方の思いを詳細に聞き取り、その複雑な心
　境や、被害回復への道のりの困難さを指摘すると同時に、被害回復や加害者に対する許しの可能性にも言及している。
　（坂上香『癒しと和解への旅一犯罪被害者と死刑囚の家族たち一』岩波書店、1999年。）
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は及ぼさないであろう。また、これまでの厳罰化による再犯防止・犯罪予防効果の検討からもわかる
ように、多くの被害者の「加害者が再び同じような事件を繰り返さないようにして欲しい」「二度と同
じような事件が起こってほしくない」といった思いを、最終的にかなえることも困難である。
　被害者が事件による深刻な影響を乗り越え、その被害から立ち直り、新たな人生に向けて歩みだす
ためには、身体的・経済的な被害からの回復のみでなく、心理的な回復や、周囲の人々および社会と
の間の信頼関係の再構築を図ることが非常に重要であると考えられている。そのためには、悲惨な現
実から目を背けるのではなく、あるがままの事実を直視し、また、自らが被害に直面して感じる恐怖
や怒り、悲しみ等の感情を自覚し、それを他者に受け止めてもらう機会が必要とされる。同時に、被
害者のあるがままの感情や思いを受け止め、寄り添いながらも、あくまでその主体性を尊重しつつサ
ポートを行う、周囲の人々や社会の存在が不可欠であるともいわれている41。
　このような点を踏まえれば、被害者支援に必要なことは、「被害者感情」に応えて加害者に重い刑罰
を与えることでも、被害者の意向を無視して、強制的に裁判で意見を述べさせ、あるいは加害者との
対面による関係修復や和解を強要することでもない。被害者支援に当たっては、心理的側面を含めた
全般的な被害の回復を最終的な目標としながらも、個々の被害者の意向に添って、きめ細かな支援を
行っていくことが必要であり、様々な被害者支援制度はそのような目標に沿うものでなければならな
い。そして、そのためには、前提として被害者の声に真摯に耳を傾けることが求められる。
　以上みてきたように、被害者の主体性を尊重しながらその被害回復に向けた支援を行っていくこと
は、必ずしも加害者の権利縮小につながる訳ではない。「被害者」という言葉は、必然的に「加害者」
の存在を想起させ、両者の立場の間には明確な違いや対立があるように見える。しかし、凶悪な事件
を起こした加害者の大多数が、過去の人生においては被害者だった、という事実は、加害者と接し、
事件に至った経緯を深く理解する者によって、しばしば指摘されていることである42。このような事
実に目を向ければ、被害者支援を積極的に進め、被害者に対してより深い理解を示すことは、被害の
経験を持つ加害者への理解にもつながる。被害者が加害者になってしまう前に支援の手を差し伸べる
ことは、最大の犯罪防止策であり43、被害者の権利の尊重が、ひいては加害者の権利をより尊重するこ
とにもつながるのではないかと考えられる。
　本来、人権とは、特定の者のみに認められる権利ではなく、どのような者に対しても等しく認めら
41前掲『癒しと和解への旅』288～289頁、および『犯罪被害者の心理と支援』93～96頁。
42　前掲『被害者のトラウマとその支援』119～148頁。ここでは、加害者の「被害者性」に焦点をあてた「更生」への取
　り組みを行う、アメリカのNPOによる社会復帰施設「アミティ」の活動が紹介されている。更生のためのプログラム
　には、共同生活プログラムと刑務所内プログラムがあり、それらのプログラムのどちらかを修了した後は、社会復帰
　のためのコミュニティ・プログラムが用意されている。その結果、これらをすべて終了した者の再犯率は27％となっ
　ており、刑務所で全くケアを受けない受刑者の再犯率75％と比べて3分の1近くに抑えられているとされ、その効果
　の高さが指摘されている。
43アメリカで被害者学を研究するポール・フライデーは、被害者であった子どもが成人して犯罪者になる、という過
　程についてより理解を深めることが、今日の被害者学における重要課題の1つである、と主張し、被害者に対する初
　期段階での支援策が最も有効な犯罪防止策である、と指摘している。（前掲『被害者のための正義は日本においてどう
　実現されるべきか』93～95頁。）
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れるべきものであり、また、そのためにこそ人権の価値が存在する。重大犯罪は個人に対する最大の
人権侵害ではあるが、それによって加害者の権利が容易に侵害されてよいわけではない。それどころ
か、加害者の人権がほとんど考慮されない社会では、被害者の人権にも重大な関心は払われないであ
ろう。被害者の人権をも、加害者の人権をも尊重するためには、特定の人々を社会や制度から排除す
ることなく受け入れ、その主体性を可能な限り尊重することが重要であると考えられる。
5．おわりに
　日本において、犯罪被害者の存在が認識され、その支援が始まったのはつい最近のことであり、そ
の中では「被害者の人権」を刑事司法システムにおいて明確に確立すべきとの議論もなされる。しか
し、現行制度の下では、「加害者の人権」さえ十分には保障されていないとの指摘も多く、訴訟構造上
も、被害者が主体的に参加することには限界がある。また、現在の刑罰制度は、あくまで国家が加害
者に対して一方的に刑罰を科す制度であり、形式上加害者は被害者に対する責任ではなく、法秩序を
犯した国家に対する責任を問われることになる。その結果、事件の当事者である被害者と加害者が直
接的に向き合う機会はほとんどなく、被害の回復や関係の修復に向けて双方が主体的に関わることも
困難である。さらに、社会が一方的に加害者に対して厳罰化を要求する背景には、犯罪への対応を国
家の刑罰のみに依存し、問題解決への努力をすべて国家に委ね、社会自らが果たすべき責任を放棄し
てしまう姿勢もうかがえる。
　しかし、被害者・加害者双方の主体性を尊重し、社会の中で受け入れていくためには、犯罪に対し
て、国家の刑罰にのみその対応を委ねるだけでは不十分であり、社会の積極的な取り組みと同時に、
加害者による被害者への被害回復や関係修復への努力が不可欠となる。そのためには、あくまで被害
者・加害者双方の主体性を尊重した上での、修復的司法の可能性を検討することも必要ではないかと
考えられる。
一415一
